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本市の製造業は、多種多様な業種の中小企業が

多数集積し、それらの企業が高度で有機的な分業

システムを構築し、非常に技術力の高い製品をつ

くり出していることで全国的に知られています。

しかし、市内の工場数や従業員数はバブル経済の

崩壊以降、経営者の高齢化と後継者難なども加わ

り逓減傾向に歯止めがかからない状況が続いてい

ます。また、近年、経済のグローバル化の進展に

対応して、アジア諸国の技術・生産面の向上など

産業競争の高まりに伴い、生産システムがピラミ

ッド型の下請生産からネットワーク型生産への移

行が進みつつあります。このような国際的な経済

環境の変化のなか、これまで以上に新規取引先の

開拓や製品の高付加価値化、生産コストの削減、

経済のグローバル化に対応した企業の国際化が中

小企業にとって経営上の重要な課題となっていま

す。さらに、経営者や従業員の高齢化が進んでい

るため、後継者の育成や若年労働力の確保も企業

存続のための重要な課題となっています。

しかし、受注からの迅速な生産・納品への対応

や製品の高付加価値化、さらにはニッチ市場創出

型の元気な企業や親企業依存型からネットワーク

型生産に転換を進め成功している企業もあり、こ

うした方向に経営の高度化を促進していくことが

必要です。そして、新産業を湧出するベンチャー

企業などが基盤技術を活用して展開していく新た

な中小企業活性化の方向が求められています。

本市の商業も小規模な商店を中心に発達してき

ましたが、卸売業では流通システムが見直される

なかで中小商店の減少が続いており、流通システ

ムの合理化に対応した経営の高度化を促進してい

くことが求められています。また、小売商業では、

商店街や小売市場が消費者ニーズやモータリゼー

ションの進展への対応の立ち遅れから中小商店の

減少が急速に進んでおり、消費者ニーズの多様

化・高度化に対応した魅力ある店舗づくりと専門

店化を進めるなど、経営の高度化を促進すること

が求められています。

151

中小企業の販路開拓支援  

中小企業の技術力向上支援 

経 営 の 高 度 化 の 促 進  

人　材　の　育　成　支　援 

国 　際　化　の　推　進  

企業間ネットワークの形成 

中小企業支援の充実  



経営相談員によるきめ細かな経営相談や経営診

断に努めるともに、国や府の各種機関などとの連

携を図り、中小企業の経営の高度化のため適切な

指導・支援に努めます。

産業技術支援センターと国・府の技術支援機関

や大学との連携を強化するとともに、技術相談や

技術研修などの業務強化や検査機器などの整備を

進め、中小企業の技術力向上に努めます。

本市産業や中小企業の紹介冊子を発行し、中小

企業のＰＲ活動を推進するとともに、取引交流会

や見本市を積極的に開催して取引機会の拡充に努

めて、中小企業の販路開拓を支援します。

中小企業の技術力の向上や優秀な技術の普及を

図り、技術者の育成を進めるため、長年にわたっ

て技術を研鑽し、新技術の開発や製品開発に貢献

した人を表彰する「マイスター制度」の創設に取

り組みます。

経営セミナー、後継者育成塾などを開講するとと

もに、中小企業大学校などの公的中小企業研修機関

への経営者や従業員の参加を積極的に支援します。

また、商店街などの自主的な研修を支援します。
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中小企業のＩＳＯ認証取得などを支援するとと

もに、ジェトロなどの海外取引支援機関との連携

を強化するなど経営のグローバル化の促進に努め

ます。

中小企業の異業種交流活動を積極的に促進します。

商店街などの団体の法人化を促進するととも

に、中小企業の共同受注などの取り組みを支援し

ます。
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産業大分類別  事業所の割合（全数） 

（平成8年 事業所統計調査） 

（平成8年 事業所統計調査） 

規模別  事業所の割合（民営） 

事業所数 
34,984所 

卸・小売、飲食　39.6％ 

1～4人　63.7％ 

300人以上　0.08％ 

金融・保険業　1.1％ 
その他　0.2％ 

製造業　29.2％ 

サービス業　18.6％ 

5～19人　28.4％ 

20～49人　5.9％ 
50～299人　1.9％ 

建設業　4.9％ 
不動産業　3.3％ 

運輸・通信業　3.1％ 

事業所数 
34,660所 
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インターネットなどの情報通信の驚異的な発達

に伴って、企業の研究開発、販路開拓などに向け

た各種情報の収集・交換は、今後、急速に電子メ

ールなどの活用により普及するものと考えられま

す。特に、新産業やベンチャー企業などにとって

は、インターネット等の情報環境の整備が重要な

課題となっています。このような本格的な情報化

社会に対応した、中小企業向けの各種情報提供サ

ービスの充実が求められています。

中小企業だよりの充実・強化  

都市間情報ネットワークの構築 

技 術 交 流 プ ラ ザ 事 業 の推進  

経　営　実　態　の　把　握 

経営情報管理システムの充実・強化 

情 報 提 供 の 充 実  



製造業の技術情報をテータベース化して、イン

ターネットを活用して全国に発信し、市内製造業

と市外企業などとの技術交流を促進して、技術力

の向上と販路の開拓を支援します。また、技術支

援機関の提供サービスについてもデータベース化

して、情報提供します。

「中小企業都市連絡協議会」加盟の都市の企業

などを中心に、技術情報や経営情報などの企業情

報をネットワーク化し、都市間の情報交流を推進

します。

中小企業動向調査などの調査結果や国や府、本

市の施策情報などを掲載した「中小企業だより」

の充実・強化を図るとともに、配布体制を整備し

ます。また、インターネットを活用した双方向の

情報の発信と収集を行うなど体制の整備を進めま

す。

中小企業の経営戦略の立案に活用するため、中

小企業動向調査や経営実態調査、消費者意識調査

などを、電子メールなど多様なチャネルを活用し

て定期的に実施することによって、中小企業の経

営実態や経営情報の迅速かつ的確な把握・提供に

努めます。

企業台帳のデータベース化を図り、企業に見合

った経営情報の提供に活用します。また、商業地

図情報などのデータベース化を進め、商店街や小

売市場へのマーケティング情報の提供に活用しま

す。
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中小企業においては、金融機関に対する信用力、

担保力などが脆弱であるため、事業展開にあたっ

て必要な資金を、安定的、かつ継続的に調達する

ことが困難な状況になることがあります。また、

金融のグローバル化による金融システムの改革に

伴い、金融機関の融資先企業の選別が、従来にも

増して一層厳しくなっています。このような状況

のなか、中小企業に事業資金の円滑な供給を進め

るための公的な融資制度は、民間金融機関からの

資金調達を補完する重要な役割を果たしていま

す。また、産業構造の転換に際して、中小企業が

持ち前の技術力やノウハウを活用し、新技術・新

製品の開発や新しい商品販売ノウハウの開発に積

極的に取り組むことが求められており、そのため

にも、創造的、先導的な事業を展開する企業に対

する研究開発資金などの支援が必要です。さらに、

新規開業を資金面から支援することも求められて

います。

中 小 企 業 融 資 の 充 実  

信用保険および信用保証制度の整備・充実 

金融相談と経営指導の一体化  

中 小企業金融の充実  

金融機関に対する信用力などから事業資金の借り

入れが困難な中小企業に対して、経営の安定と高度化

を図るため、融資制度の充実に努めます。また、（財）東

大阪市中小企業振興会が実施している中小企業向け

融資を整備・改善し、同振興会の体質強化を図ります。

中小企業の信用保険および信用保証制度の整

備・拡充を国・府に積極的に働きかけます。また、

中小企業の融資に対する負担軽減のため、信用保

証料などへの補助事業の拡充を図ります。

中小企業の財務内容の改善や経営の近代化を促

進するため、経営相談や国や府などの各種資金調

達制度の紹介などにより、資金調達を多様化させ

るなど、金融相談と経営相談の一体化に努めます。



小売商業においては、近年、消費者ニーズが多

様化・高度化するとともに、モータリゼーション

が進展するなかで消費者の買い物行動が広域化し

ています。その結果、小売業の業態が多様化する

とともにロードサイドへの大型店の出店が活発化

する一方、駅前周辺に立地している商店街や小売

市場では客離れが著しく、空き店舗問題などが深

刻になっています。また、「大規模小売店舗法」

の廃止や「大規模小売店舗立地法」、「中心市街地

活性化法」、「都市計画法」のいわゆる「街づくり三

法」の施行により、今後さらに小売商業を取り巻

く経営環境は大きく変わろうとしています。この

ようななか、駅前周辺の商業地の活性化を図る積

極的な取り組みとともに、消費者の視点に立った

商業振興を進めていくことが求められています。

また、新都心整備地区の商業・業務機能の活性化

に取り組む必要があります。
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買い物しやすいまちづくりの推進 

商業・業務施設の適正配置の推進 

商業・業務機能の充実 



商店街などの魅力を高めるためアーケードなど

の共同施設の設置助成や販売促進手法の開発など

商店街などの取り組みを支援します。

「中心市街地活性化法」に基づき、中心市街地

を対象に「中心市街地活性化基本計画」を策定し、

中心市街地の活性化への取り組みを進めます。

各駅前商業地については、地域特性にあった活

性化を推進します。

各駅周辺の整備を促進し、地域特性に見合った

商業・業務機能の活性化に努めます。

新都心整備地区に、商業・業務施設が立地しやす

い環境整備を図り、当該施設の立地促進に努めます。
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小売業年間販売額 

卸売業商店数 
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4,138.9217
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2,292
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2,178
2,473

16,218.8762
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19,894.5986

18,513.3574
20,171.2996

商店数、販売額推移



本市工業は、古くから鉄線、釘、ボルト・ナッ

ト、金網、作業工具などが地場産業として発達し

てきましたが、高度成長期以降、機械金属関連産

業やプラスチック製品製造業を中心に発展し、今

日では多種多様な業種が集積した「モノづくりの

まち」といわれ、金属加工や金型など関西におけ

る基盤的技術産業の最大の拠点を形成していま

す。こうした工業集積は、住工混在地域を拡大さ

せるなかで進められたため、昭和４０年代以降は

深刻な公害問題が生じましたが、昭和５０年代以

降、産業の高度化が進むなかで、住工が共存でき

る環境づくりの推進に取り組んできました。しか

し、近年、その集積にも陰りが見え、工場数も減

少傾向にあり、特に、工業集積地域においては、

工場数の減少に伴い工場跡地が空地や駐車場にな

り、また、人口も減少して、まちが空洞化するイ

ンナーシティ問題が発生しています。

今後はこれまでの集積を活かしながら、付加価

値率の高い先端技術に関連した都市型工業の新た

な形成が求められており、本市経済の柱である工

業の振興は、本市の活力と直結する緊急の課題と

なっています。また、工業集積地域の活力を回復

するため、工業の振興を前提に住宅や商店と共存

を図る対応が必要となっています。
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都市型工業の新たな形成  

工 業 の 適 正 配 置 の 推 進  

工　業　の　振　興 



工業の集積メリットを維持・発展させるため、

技術面、経営面、人材面などの多角的な施策を総

合的に推進します。

産業政策を都市政策と位置づけ、「中小企業都

市連絡協議会」参加都市との交流と連携を強化し

ていくことで、国に対する政策要望などの実効性

を高めるように働きかけます。

住工共存を図るため、工場と住民との交流を通

し、環境に調和した工場の整備を促進します。
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事業所数 従業者数 製造品出荷額 

17,423億円 20,615億円 17,568億円 16,317億円 15,278億円 13,375億円 

9,679 9,810

9,348

8,933
8,680

8,078

92,288 92,885
86,139

82,851
77,032

70,882

工業推移
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事業所数 
（8,078所） 

従業者数 
（70.822人） 

製造品出荷額等 
（133,752,675万円） 

金属製品 一般機械 プラスチック 
電気機械 

出版 
パルプ 
衣服 

鉄鋼業 
その他 

（平成12年工業統計調査） 

産業分類別　事業所数・従業者数・製造品出荷額等



本市の農業は、市街化の進展に伴い、生活排水

の農業用水への混入や農地へのごみ投棄など、農

業環境が悪化しています。また、農家数の減少、

経営耕地面積の急激な減少、９割を越える兼業農

家など農業経営の弱体化が進行しています。さら

に、農業従事者の高齢化も進んでおり、農業後継

者対策が緊急の問題となっています。今後、経営

の近代化、そして長期にわたり営農継続できる経

営基盤づくりの促進を図る必要があります。

本市の農地は今後も減少と点在化がさらに進む

ものと予測されます。都市における農地は、新鮮

な農産物を安定的に供給する役割を担うばかりだ

けでなく、豪雨時における洪水防止等の役割を果

たす保水機能、災害時の避難空間にも役立ち、緑

地空間として市民にうるおいとやすらぎを与える

機能も有していることから、農地の保全・活用を

図る必要があります。
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都　市　農　業　の　振　興 

市 民 と の 交 流 促 進  

快　適　環　境　の　創　出 

農　業　の　振　興 



消費者ニーズに対応した、新鮮で安全な農産物

の生産の促進を図るとともに、労働力の減少に対

応できるより収益性の高い農産物の生産の促進や

生産基盤の整備に努めます。

新鮮で安全な農産物に対する消費者ニーズの高

まりに応えるため、共同出荷の推進、朝市、直販

など多様な出荷販売体制の整備など流通機構の改

善・整備を図ります。

本市農業は、労働力や若い後継者不足の状況に

あるため、後継者グループの育成および支援に努

めます。

都市と共存する農業の推進を図り、市民の農業

に対する理解を深めるとともに、都市のなかで自

然とふれあい、自然の恵みが味わえる場、高齢者

の生きがいづくりの場、健康づくりの場としての

市民農園などの整備を促進します。

営農支援策を通じて、市民にうるおいとやすら

ぎを与える機能や保水機能、防災機能などを有す

る農地の保全を図り、快適環境の創出に努めます。
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多種多様な製造業と卸売業が集積していること

を活用して、消費者ニーズなどと融合して開発す

る医療・介護・環境・情報通信などの未来を担う

新規産業への転換や創出を支援します。

都心部に近接する本市の立地と金属加工や金型

など多種多様な基盤的技術産業の集積を活用し、

付加価値や生産性が高い都市型産業の立地誘導と

育成を支援します。

経済の国際化の進展や情報ネットワーク社会の

本格的な到来により、我が国経済は従来型の取引

構造や生産システムからの大転換が迫られていま

す。大企業であっても企業の生き残りに取り組ん

でおり、21世紀も同じ生産・流通システムが維持

できるとは考えられません。本市経済も、これら

の動向に対応した未来を担う新しい産業の育成が

求められています。

本市は関西経済の中心都市大阪市に隣接し、阪

神高速道路と近畿自動車道の交差する大阪の交通

の要衝に位置していることや、多種多様な業種の

工業が集積していることなど、都市型産業の立地

環境は優位にあります。こうした立地環境を活か

した新しい産業の育成が、大きな課題となってい

ます。
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新 規 産 業 へ の 転 換 と 創 出  

都市型産業の立地誘導と育成 

未来を担う産業の育成 
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企業活動の安全性、快適性を高めるため、緑地

の整備や防災機能の強化に努め、また、道路など

の整備を図ります。

都市内物流の円滑化を進めるため道路整備を推

進します。また、中小企業の効率的な物流システ

ムの構築を支援します。

本市は、中小企業が多数集積していますが、住

宅との混在や交通量の増大などに伴う道路状況の

悪化など、企業活動を支える環境が低下している

地域も多くみられます。特に在庫を減らし顧客ニ

ーズに迅速に対応する「ジャストインタイム」な

どが進展しており、都市内物流の停滞は、工業、

商業を問わず致命的な欠陥となることが予想され

ます。今後は、本市経済の活性化に向けて、中小

企業がその持てる力を最大限に発揮することが重

要であることから、企業活動を支える生産環境や

物流環境の整備に取り組むことが求められます。

生　産　環　境　の　整　備 

物　流　環　境　の　整　備 

企業活動を支える環境の充実 



若年労働者の減少や労働者の高齢化が見込まれ

るなか、女性の社会進出への期待が高まっていま

す。また、男女雇用機会均等法や育児・介護休業

法の制定、能力重視や終身雇用の減少など雇用形

態の多様化によって、労働環境は大きく変化して

います。

本市は、全国でも有数の中小企業のまちであり、

小規模事業所が大部分を占めるとともに経営体質

が脆弱で労働条件や労働安全および勤労者福祉対

策が不十分な状況にあります。このため、府・公

共職業安定所・関係機関と連携し、情報の提供や

企業への啓発などを積極的に進め、勤労者福祉共

済制度など、勤労者の福祉の向上を図るなど一層

の施策の充実が必要です。
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労　働　環　境　の　整　備 

就　労　機　会　の　確　保 

職　業　能　力　の　向　上 

勤労者福祉推進事業の充実 

労 働 環 境 の 充 実  



国・府の雇用施策について、公共職業安定所な

どの関係機関と連携し、企業への情報の提供や啓

発などを積極的に努めます。また、中高年齢者、

障害者、女性などの就労の促進と生きがいの確保

を図るため、（財）東大阪市雇用開発センターや

（社）東大阪市シルバー人材センターの活動を促

進します。

厳しい労働環境のなかで勤労者が安心して豊か

に生活を営めるよう、最低賃金制度の拡充や労働

時間短縮、定年制の延長などを国に働きかけると

ともに、職場におけるセクシュアルハラスメント

の防止とその周知、啓発や労働相談業務の充実に

努めます。また、労働者の安全と健康の確保を図

るため、より一層労働安全対策を国・府に働きか

けるとともに、企業に対する啓発に努めます。

職業転換の円滑化と雇用の促進を図るため、府

が行っている職業能力事業や府立東大阪高等職業

技術専門校の利用を促進して、勤労者の資質や職

業能力の向上を図り、人材の育成に努めます。

中小企業で働く勤労者の福祉増進を図るため、

（財）東大阪市勤労者福祉サービスセンターとの

連携のもと、勤労者福祉共済制度の充実に努める

とともに、労働講座などの労働福祉増進事業を拡

充し、福利厚生の向上に努めます。
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消費者を取り巻く状況は商品取引や契約の形態

が変化し、ますます複雑多様化しています。この

ようななか、消費者被害は拡大の傾向にあります。

本市では、消費生活センターを拠点に、消費生

活相談や消費者情報の提供、商品検査など、消費

者被害の防止に向けた取り組みを進め、また、石

けん使用運動の推進や食品添加物に関する学習会

の開催など、消費者保護施策の充実に向けた取り

組みを進めています。また、府との連携のもとに

国民生活センターのネットワークシステムを利用

するなど、消費者情報提供の充実を図っています。

今後も消費者の利益と消費生活の向上に努め、

安全で豊かな消費生活を営めるよう、消費者、事

業者、行政が一体となって消費者保護の強化に向

けた取り組みを進める必要があります。
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消 費 者 保 護 会 議 の 推 進  

消 費生活センターの充実  

消 費 者 情 報 提 供 の 充 実  

商 品 の 安 全 性 確 保  

消費者保護施策の充実 



総合的な消費者行政を推進する拠点として、消

費生活相談体制、商品検査機能、情報収集・提供

などの充実を図るなど、消費生活センターの機能

の強化に努めます。

消費者保護施策のあり方を消費者保護会議を通

して検討し、施策の推進に努めます。

消費者被害の防止や救済のため、個人のプライ

バシーに留意しながら、国民生活センターや、府、

市町村との連携を図り、消費者情報の提供の充実

に努めます。

健康に有害な商品や安全性に疑問がある商品、

または環境に悪影響を与える恐れのある商品につ

いては、国、府および各関係機関と連携して調査

し、消費者に情報を提供するとともに、事業者に

対してその改善を働きかけ、商品の安全性確保に

努めます。
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消費者を取り巻く環境は急激に変化しており、そ

の変化に個々の消費者が対応することが求められて

います。このため、消費者としての正しい知識を身

につけ、自主的な学習の促進を図るため、消費生活

講座や消費生活展の開催などに取り組み、また、消

費者啓発資料の作成や学校教育における消費者教

育の充実に努めるとともに、リサイクル市の開催や過

剰包装をなくす実践活動など、省資源・省エネルギ

ー運動の推進に取り組んでいます。

今後さらに、消費者意識の高揚に向けた取り組

みを強めていく必要があります。
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消　費　者　学　習　の　促　進 

省資源・省エネルギー運動の促進 

消 費 者 意 識 の 高 揚  
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消費者意識の高揚や消費者としての正しい知識

の習得などを図るため、消費者講座・講演会の拡

充や消費生活展を開催するとともに、学校教育に

おいて、消費者教育を推進します。

地球環境問題を視点に、消費者、事業者、行政

が一体となって資源ごみの分別回収やリサイクル

市の開催、過剰包装をなくすなどの実践的な活動

の促進に努めます。



環境問題や製造物責任などの様々な社会問題に

対して、消費者としての役割と責任を自覚し、自

主的な消費者活動を行う消費者の育成を進めると

ともに、消費者活動に関する情報提供を行って消

費者運動の活動機会の充実に努めます。

消費者被害の防止を効果的に行い、健全な消費

生活に必要な情報を早期に提供するため、自主的

な消費者活動の拡充を図るとともに、地域の主体

となる団体やリーダーの育成に努めます。

個々の消費者の連携のもと、消費者自らが考え、

行動する消費者中心の豊かな社会の構築が求めら

れているなか、本市では消費者活動を組織化する

ため、消費者団体の育成に取り組み、また、消費

生活講座などのほか、消費生活リーダー養成講座

を開催するとともに、府や周辺諸都市との連携の

もとに暮らしの府民講座を開催するなど、消費者

活動を推進する人材養成に取り組んでいます。さ

らには、消費者自らが商品やサービスの調査・監

視にあたる消費者情報員制度を設置し、消費者の

手による消費者保護活動を目指した取り組みを進

めています。

今後は、消費者活動の契機となる各種講座の充

実や情報の提供などのほか、消費者団体・リーダ

ーなどの育成を進めて、自主的な消費者活動の支

援の強化を図ることが求められます。
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活　動　機　会　の　充　実 

消費者団体・リーダーなどの育成 

消 費 者 活 動 の 促 進  
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生活関連物資の価格や需給動向などの調査を実

施するとともに、その調査結果を迅速正確に市民

に提供するなど、物資の安定供給・安定確保を図

ります。

災害時などの緊急時には物資の供給量が不足や

価格が高騰するなど、市民の生活に支障を来すた

め、市民や企業、商店などの役割分担にも留意し

た行動計画の確立などに取り組むとともに、日ご

ろから緊急時の生活必需物資緊急対策本部の設置

に向けた体制づくりに努めます。

本市では、府および府下市町村との連携のもと

生活関連物資の価格や需給動向を調査し、把握す

ることによって、異常な価格上昇や物不足等の未

然防止に備えています。

今後さらに、日々の生活に必要な物資の安定的

な供給と確保に向けて、商品などの調査・監視体

制を強めるとともに、非常時・緊急時の生活必需

物資の確保に、日ごろからの市民の行動計画も含

めて、取り組み体制の強化を図る必要があります。

物 資 の 安 定 供 給・安 定 確 保  

非常時・緊急時の生活物資の確保 

生活関連物資の安定供給 


